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岐阜県青少年健全育成条例に規定するテレホンクラブ等 

営業に係る利用カードの規制等に関する規則 

 

    平成１４年 ３月１２日公安委員会規則第 ２号 

改正  平成１５年 ３月３１日公安委員会規則第 ５号 

改正  平成１７年 ４月 ８日公安委員会規則第１１号 

改正  平成１７年１０月 ６日公安委員会規則第１６号 

改正 平成２４年 ７月 ６日公安委員会規則第 ６号 

改正 令和 元年 ６月２８日公安委員会規則第 １号 

改正 令和 ３年 ３月３０日公安委員会規則第 ７号 

 

 

 （利用カードの販売届出等） 

第１条 岐阜県青少年健全育成条例（昭和３５年岐阜県条例第３７号。以下「条例」という。）第３２条

 第１項の規定による届出は、利用カードの販売届出書（別記第１号様式）によるものとする。 

２ 条例第３２条第１項第４号に規定する公安委員会規則で定める事項は、次の各号に掲げるとおりとす

 る。 

(1) 届出をしようとする者及び利用カード販売所の電話番号 

(2) 届出をしようとする者の住民票の写し（法人にあっては登記事項証明書及び代表者の住民票の写し） 

(3) 利用カードを自動販売機により販売する場合にあっては、当該自動販売機の機種、製造番号及び所

有者の氏名及び住所（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）並びに当該自

動販売機を設置しようとする青少年入場禁止場所の種別 

(4) 利用カード販売所における業務の責任者の氏名、住所、生年月日及び電話番号 

(5) 利用カード販売所付近の見取図 

(6) 利用カードの販売開始年月日 

 （利用カードの販売届出の変更届等） 

第２条 条例第３２条第２項の規定による届出は、利用カードの販売届出事項の変更届出書（別記第２号

 様式）によるものとする。 

２ 条例第３２条第３項の規定による届出は、利用カードの販売の廃止届出書（別記第３号様式）による

 ものとする。 

 （青少年の購入禁止の掲示） 

第３条 条例第３３条第３項の規定による表示は、別記第４号様式によるものとする。 

 （命令をしようとする場合の手続） 

第４条 条例第４０条において読み替えて準用する条例第１９条の７に規定する聴聞の手続については、

聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則（平成８年岐阜県公安委員会規則第４号）第２章及び第３章の

規定を準用する。 

 （身分を示す証票） 

第５条 条例第４５条第３項に規定する身分を示す証票（同条第２項の規定により調査し、又は質問する

警察職員が携帯するものに限る。）は、警察手帳その他公安委員会が別に定める証票とする。 
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 （提出書類等の部数） 

第６条 条例及びこの規則の規定により公安委員会に提出する書類の部数は、正本１部及び副本１部とし、

 利用カード販売所の所在地を管轄する警察署を経由して提出するものとする。 

   附 則 

 この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１５年３月３１日公安委員会規則第５号） 

 この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１７年４月８日公安委員会規則第１１号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成１７年１０月６日公安委員会規則第１６号） 

 （施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条及び次項の規定は平成１８年２月１日から施行する。 

 （経過措置）  

２ 第１条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の岐阜県青少年健全育成条例に規定するテレホ

ンクラブ等営業に係る利用カードの規制等に関する規則の規定により作成されている用紙（以下「旧用

紙」という。）がある場合においては、同条の規定による改正後の岐阜県青少年健全育成条例に規定す

るテレホンクラブ等営業に係る利用カードの規制等に関する規則の規定にかかわらず、旧用紙をそのま

ま使用することを妨げない。 

３ 第２条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の岐阜県青少年健全育成条例に規定するテレホ

ンクラブ等営業に係る利用カードの規制等に関する規則の規定により作成されている用紙（以下「改正

前の用紙」という。）がある場合においては、同条の規定による改正後の岐阜県青少年健全育成条例に

規定するテレホンクラブ等営業に係る利用カードの規制等に関する規則の規定にかかわらず、改正前の

用紙をそのまま使用することを妨げない。 

   附 則（平成２４年７月６日公安委員会規則第６号） 

 この規則は、平成２４年７月９日から施行する。 

   附 則（令和元年６月２８日公安委員会規則第１号） 

 この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

   附 則（令和３年３月３０日公安委員会規則第７号） 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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別記 

第１号様式（第１条関係） 
 

※受理年月日  ※ 受 理 番 号  

利用カードの販売届出書 

 次のとおり利用カードを販売するので、岐阜県青少年健全育成条例第３２条第１項の規定 
により届け出ます。 

年  月  日  

 岐阜県公安委員会 様 

              住所 

届出者 氏名又は名称 

利
用
カ
ー
ド
を
販
売
す
る
者 

（ ふ り が な ） 

氏 名 又 は 名 称 

（法人にあっては 

代表者の氏名） 

 

住      所 

     都道   市   町    番地 

     府県   郡   村    番 

（電話番号          ） 
 

販 売 所 の 名 称 
 

販 売 所 の 所 在 地
 

 
岐 阜 県

 市       町     番地 
郡       村     番 

（電話番号           ） 

自動販売機により 

機 種 
 

製 造 番 号 
 

所 
 

有 
 

者 

（ ふ り が な ） 
氏 名 又 は 名 称 
（法人にあっては代
表 者 の 氏 名 ） 

 

住 所
 

都道    市   町   番地 
府県    郡   村   番 
（電話番号          ） 

青 少 年 入 場 

禁 止 場 所 の 種 別 

 

販売所における業務 

の 責 任 者
 

（ふりがな） 

氏 名 
 

生 年 月 日 年   月   日 

住 所
 

都道    市   町   番地 
府県    郡   村   番 
（電話番号          ） 

販 売 開 始 年 月 日 年   月   日      
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（裏面） 

利用カードの販売をする場所付近の見取図 

利用カードにより役務

の提供を受けることが

できるテレホンクラブ

等営業所の名称及び所

在地 

 

名 称 所 在 地 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

備考 

１ ※印の欄は、記入しないこと。 
２ 届出をしようとする者の住民票の写し（法人にあっては法人の登記事項証明書及び代表者の住
民票の写し）を添付すること。 

３ 所定の欄に記載できないときは、別紙を利用すること。 
４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

 

 

第２号様式（第２条関係） 
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※受理年月日  ※受理番号  

利用カードの販売届出事項の変更届出書 

次のとおり利用カードの販売の届出の変更をしたので、岐阜県青少年健全育成条例 
第３２条第２項の規定により届け出ます。 

年  月  日  

岐阜県公安委員会 様 

住所 

届出者 氏名又は名称 

利用カードの販売届
出書の受理年月 日 
及 び 受 理 番 号 

受理年月日  

受 理 番 号  

販 売 所 の 名 称  

販 売 所 の 所 在 地
 
岐 阜 県     市   町   番地 

          郡   村   番 

（電話番号     ） 

変 更 事 項
  

変 

更 

の 
内 

容 

新 

 

旧 

 

変 更 年 月 日 年   月   日  

備考 

１ ※印の欄は、記入しないこと。 
２ 販売者に係る事項の変更の場合は、住民票の写し（法人にあっては法人の登記事項証明書及び
代表者の住民票の写し）を添付すること。 

３ 所定の欄に記載できないときは、別紙を利用すること。 
４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 
 

 

 

第３号様式（第２条関係） 
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 ※受理年月日  ※受理番号  

利用カードの販売の廃止届出書 

 次のとおり利用カードの販売を廃止したので、岐阜県青少年健全育成条例第３２条 
第３項の規定により届け出ます。 
 

年  月  日  
 
 岐阜県公安委員会 様 

住所               

届出者 氏名又は名称 

利用カードの販売届

出書の受理年月日 

及び受理番号 

受理年月日  

受 理 番 号  

販 売 所 の 名 称  

販 売 所 の 所 在 地
 

          市   町   番地 
岐 阜 県 
          郡   村   番 

（電話番号             ） 

販 売 廃 止 年 月 日 年   月   日     

備考 

１ ※印の欄は、記入しないこと。 
２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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第４号様式（第３条関係） 

この表示は、岐阜県青少年健全育成条例により定められたものです。 

 

 青少年（18歳未満の者）が利用カードを購入することを禁止します。 

 また、利用カードを購入された方についても、青少年に対して利用カードの販売、頒布、

交換、贈与又は貸与を行うと処罰されます。 

備考 大きさは、おおむね縦１５センチメートル、横３０センチメートル以上とする。 


